
Tialink契約約款 新旧対照表

旧（2026年2月26日改訂版） 新（2026年11月23日改訂版）

第16条 （本サービスの利用にかかる料金、算定方法等）

契約者の本サービスの利用にかかる料金（以下「利用料金」といいます。）は、当社

が別紙に定めるとおりとします。

第16条 （本サービスの利用にかかる料金、算定方法等）

契約者の本サービスの利用にかかる料金（以下「利用料金」といいます。）は、当社

が別途定め、当社のウェブサイトに掲載する料金表のとおりとします。

当社は、第3条（本約款の変更）と同様の方法で告知することにより、本サービスの

料金を変更することができるものとします。

第29条 （解除）

当社は、契約者が次の各号の一つ以上に該当する場合は、何らの催告も要せず直ちに

利用契約の全部又は一部を解除することができます。なお、本項による利用契約の解

除は、損害賠償請求を妨げません。

（中略）

当社は、契約者が前項各号以外の利用契約の条項に違反し、かつ、当該違反に関する

書面による通告を受領した後2週間以内にこれを是正しない場合、利用契約の全部又

は一部を解除することができます。なお、本項による利用契約の解除は損害賠償請求

を妨げません。

（以下略）

第29条 （解除）

当社は、契約者が次の各号の一つ以上に該当する場合は、何らの催告も要せず直ちに

利用契約の全部又は一部の解除若しくは履行の一時停止をすることができます。な

お、本項による利用契約の解除は、損害賠償請求を妨げません。

（中略）

当社は、契約者が前項各号以外の利用契約の条項に違反し、かつ、当該違反に関する

書面による通告を受領した後2週間以内にこれを是正しない場合、利用契約の全部又

は一部の解除若しくは履行の一時停止をすることができます。なお、本項による利用

契約の解除は損害賠償請求を妨げません。

（以下略）

第31条 （カスタマー・ハラスメントの禁止）

契約者は、当社に対して、「スターティアホールディングスグループ カスタマー・ハ

ラスメントに対する基本指針」（URL：

https://www.startia.co.jp/customer_harassment/、以下「基本指針」といいます。）

に掲げる、カスタマー・ハラスメントに該当し得る行為を行ってはなりません。

（以下略）

第31条 （カスタマー・ハラスメントの禁止）

契約者は、当社に対して、「スターティアホールディングスグループ カスタマー・ハ

ラスメントに対する基本指針」（URL：

https://www.startiaholdings.com/customer_harassment/、以下「基本指針」と

いいます。）に掲げる、カスタマー・ハラスメントに該当し得る行為を行ってはなり

ません。

（以下略）

第36条 （一部プランに係る特約）

（中略）

第36条 （一部プランに係る特約）

（中略）



旧（2026年2月26日改訂版） 新（2026年11月23日改訂版）

契約者は、本サービス利用のためにNTT東西のフレッツ・v6オプションの申込みが必

要となる場合、次の各号に定める事項についてあらかじめ同意します。

(1) OEM元である株式会社朝日ネット（以下「朝日ネット」といいます。）が、契約者

からNTT東西に対するフレッツ・v6オプションの申し込みに係る事実行為を代行する

こと。契約者は、この代行申し込みについて異議がある場合には、事前に当社に通知

します。

(2) 別紙2「フレッツ・v6オプション関連プラン利用時の個人情報の取扱いについて」

に同意すること。

契約者は、本サービス利用のためにNTT東西のフレッツ・v6オプションの申込みが必

要となる場合、次の各号に定める事項についてあらかじめ同意します。

(1) OEM元である株式会社朝日ネット（以下「朝日ネット」といいます。）が、契約者

からNTT東西に対するフレッツ・v6オプションの申し込みに係る事実行為を代行する

こと。契約者は、この代行申し込みについて異議がある場合には、事前に当社に通知

します。

(2) 別紙「フレッツ・v6オプション関連プラン利用時の個人情報の取扱いについて」

に同意すること。

別紙1 利用料金

（※詳細な料金表の記載等全削除）

別紙2 フレッツ・v6オプション関連プラン利用時の個人情報の取扱いについて

（以下略）

（削除）

別紙 フレッツ・v6オプション関連プラン利用時の個人情報の取扱いについて

（以下略）

（旧：2026年2月26日改訂までの履歴）

2016年7月7日 制定

（中略）

2026年2月26日 改訂

（旧履歴に加え、以下の改訂を追加）

2016年7月7日 制定

（中略）

2026年2月26日 改訂

2026年11月23日 改訂


